
NPOによる被災者支援活動について

認定NPO法人レスキューストックヤード



災害時のNPOの活動

技術系NPO
主に家屋保全を中心に

した活動

生活支援系NPO
主に暮らし向きや活力の維
持・向上を中心にした活動



生活機能低下と災害関連死

生活機能低下
（肥満・脂質異常・高血圧・アルコール依存など）

慣れな
い暮らし

避難先
での適
応困難

役割の
喪失

活動量
低下

災害関連死（≒ 防ぎえる災害死）

提供：日本赤十字社 国内医療救護部長 丸山嘉一氏



Aさんの事例

Aさん
（83歳・男性）

日頃使ってい
る公的支援

介護保険×
生活保護〇

地域包括
スタッフ訪問

玄関先で声かけ
「大丈夫」

NPOの支援
玄関声かけ
目で確認

✓食べる・出す・寝る・移動
など

話を聞いて確認
✓心身の健康状態

✓介護や介助が必要な家族
の有無

✓家族・親類等の機能
✓罹災証明書の申請有無
✓ボランティアの有無
✓今後の再建プラン
✓今一番不安なこと

など

災害VCからの紹介
市保健医療福祉調整本部からの派遣

自治会等独自ルートで開拓など

Aさんの支援プラン
・老朽化・地震で傷んだ床の修繕
・倒れた家具等の片づけ
・ボイラー修繕の助言、業者へのつなぎ
→技術系NPO、災害VC
・罹災証明書の申請支援、介護保険利
用の促し、家族への説明・同意、日常的
な見守り等→生活支援系NPO（地元担当
スタッフがいれば一緒に訪問）
情報は常に行政・社協と共有



2023年5月5日石川県珠洲市震度6強
罹災証明書の申請が進まなかった理由

●罹災証明書の存在を知らない

●申請に必要な書類を取り寄せられない（役所に取りに行く
かダウンロード）
●自分の家の被害が申請対象になるのか分からない
●申請後のメリットが分からないので意識が向かない

●申請書類を全て準備できない（写真撮影・現像・家の見取
り図の添付必要）
●市役所への移動手段がない、疲れてそれどころじゃない
●一連のことを頼める家族や身近な人がいない

●一連のことが良く分からず既に修繕や片づけを済ませてし
まった 

＜震災から4カ月後の状況＞
被災者生活再建支援金申請率7割

応急修理制度申請率4割



被災者の困りごとへの理解

出典：内閣府防災人材エコシステム「避難生活支援リーダー／サポーターモデル研修」テキストより抜粋



現場の課題

①指定避難所外避難者の増加に伴う、当面の「住まい」「食
事」「移動手段」の確保

②業者が本修繕に入るまでの家屋保全・仮修繕

③各種公的支援制度申請に向けた伴走支援

④関係者同士の目線合わせ

・生活課題として何を見るか？

  ・家屋保全・仮修繕の範囲

  ・各種支援制度の内容、手続き方法の理解

  ・専門外のニーズに直面した場合のつなぎ先 など

⑤支援者がそれぞれ持つ要支援世帯の突合、分析、継続的
に介入が必要な世帯の特定ができる場の構築
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